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商業施設の撤退・高齢化などに伴い，日常的買い物活動が今後困難になっていくことが予想される．そこ

で，東日本大震災によって都市サービスの途絶を経験し，サービス途絶へのリスク認知が高い者を対象に，

今後の買い物活動に関する意識調査を行った．その結果，今後の日常的買い物活動において，自動車を運

転できなくなってしまうリスクや公共交通撤退リスクを認知できていない傾向が明らかとなった．また，

都市サービス撤退可能性を認識できていない者・自動車に依存している者において，自動車を運転できな

くなることで買い物活動が困難になることを適切に認識できていない傾向が示唆された．一方で，都市サ

ービス撤退可能性を認識できるものは公共交通がなくなってしまうことで買い物が困難になると正しく判

断できる傾向にあることが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

 地方都市において，人口減少などに伴い商業施設が撤

退してしまうケースが発生している．居住者にとっては，

最寄り商業施設などの立地が変化し，目的地だけではな

く，利用交通手段まで変更せざるを得ない可能性も考え

られ，日常的買い物活動に大きな影響が発生しているこ

とが予想される．また，現在多くの都市で都市のコンパ

クト化が進む中，コンパクトシティ形成過程において，

一部地域では商業施設を含む都市サービスが撤退してし

まうが，その様なリスクは十分に認識されていないこと

が指摘されている 1)．このような問題に対して，商業施

設撤退をモデル化するなど多くの研究がなされており 2)，

対応策が検討されている．また，商業施設に対する満足

度と買い物活動の関係をモデル化するなど，商業施設利

用者の目線からの分析も多く存在する 3)．また，買い物

活動の交通手段に着目すると，現在多くの者が自動車を

利用している．しかし，今後居住者の高齢化が進行し，

自動車の運転そのものが困難となる者が多く発生してく

ることが予想される．しかし，自分が将来運転できなく

なり，自らの買い物行動に困難をきたすということを十

分に認知していないことも指摘されている 4)．以上のよ

うに，買い物活動において様々な研究が進められている．

一方で，上記の商業施設などの都市サービスの撤退・満

足度などの居住者の意識・自動車利用に関わる意識など

の様々な要因から，今後の買い物活動を総合的に判断し

た研究は少ない． 

以上のような問題意識より，都市サービスの撤退や個

人の意識など様々な要因を考慮し，今後の買い物活動で

発生しうるリスクについて明らかにする．また，そのリ

スクが認知されているのかについて，定量的に明らかに

する．これにより，今後の買い物活動における利便性が

向上するような政策展開の一助とすることを目的とする． 

 

 

2. 本研究の内容と特長 

 

 先述した背景に基づき，本研究では買い物行動を分析

対象に，福島県いわき市全域を分析対象地域として，住

民の行動実態と意識を調査した．ここで買い物行動を対

象としたのは，それが老若男女に関わらず，生活の基本

として誰でも必要となる活動のためである．なお，いわ

き市はその人口 33.8万人（平成 24年 8月現在）に加え，

市外から 2万人を超える避難民を受け入れている（平成

24年 6月現在）．また，面積がおよそ 1,231km²と広く，

中心地市街地から中山間地域まで，性格な異なる多様な

地域を内包している． 

 本調査研究は下記のような構成となっている． 

1)  まず 3 章では調査概要について記載する．その中で，

震災影響による都市サービスの途絶に対するリスク
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調査名 A.全町調査 B.雇用促進住宅調査

調査対象
いわき市各町17世帯への

無作為抽出
<全229町>

いわき市内全雇用促進住宅
<全数調査>

配布・回収方法 郵送配布・郵送回収 直接配布・直接回収・郵送回収

調査実施期間 2012年10月26日～11月10日 2012年9月14日～10月31日

配布部数 3,840部(各町17部原則配布) 899部

回収部数(回収率) 1,539部(40.0％) 260部(28.9％)

表-1 アンケート調査概

要 

認知が高いと考えらえる者を抽出する．  

2)  次に 4 章では，買い物活動のおける自動車と公共交

通への意識について調査する．これにより，買い物

活動において何が問題となっているのか明らかとす

る． 

3)  さらに 5 章において，どのような要因によって買い

物活動が困難になると考えているのか，定量的に明

らかにする．また，得られた結果を基にどのような

政策が有効であるか検討する． 

 なお，本研究の特長は下記の通りである． 

1)  今後の買い物活動において，実態だけではなく都市

サービスの撤退や自動車に関する個人の意識まで考

慮したモデル分析を行っており，今後の買い物活動

利便性向上のための政策展開の際に参考となる，有

用性の高い情報を提供している． 

2)  地域住民や行政の協力を得て，都心地域から中山間

地域まで，幅広い地域を対象としたアンケート調査

を行い，十分なサンプル数のもとで信頼性の高い分

析を行っている． 

 

 

3. 調査概要 

 

住民の買い物活動の実態と意識を把握するために，

2012年 9～11月にいわき市において網羅的なアンケート

調査を実施した．調査内容としては，個人属性の他，日

常的な買い物行動，交通行動，震災前後でのそれらの変

化，満足度，今後の転居可能性，10 年後の将来の周辺

環境変化，買い物行動が困難になる可能性等の関連する

多岐に渡る質問を行っている．また，この他にも詳細な

公共交通のサービスレベルや店舗立地状況などもあわせ

て独自に調査を行った． 

アンケート調査のサンプル抽出に関する全体的な構成

を表-1に示す．まず，場所による様々な空間特性の違い

を把握できるよう，いわき市内全 229町ごとに一定以上

のサンプル数の確保を目指す A.全町調査を行った．更

に，一時的な避難者とともに，震災前から居住している

者が存在する雇用促進住への全数調査である B.雇用促

進住宅調査を実施した． 以上の調査から，震災によっ

て直接的な被害はなかったものの，商業施設の消失や道

路インフラの遮断による交通手段の変化など，都市サー

ビスの一時的な遮断を経験した者を抽出した．このよう

な経験をした者は，他者と比較した場合，買い物活動に

関する今後のリスク認知も高いことが予想される．した

がって，他者はここで得られる結果よりも甘いリスク認

知になっている可能性が高い．換言すると，他者はより

買い物活動のリスク認知について注意しなければならな

いということを意味している．抽出の結果，全体として

1,539 人のサンプルが得られた．以下の調査・分析にお

いて，ここで抽出した 1,539 人のアンケート結果を使用

する． 

 

 

4. 今後の買い物活動に対する意識調査 

 

まず，対象地域における自動車と公共交通に関する意

識調査の結果を図-1・図-2に示す．以下，それぞれの図

について考察する． 

1) 図-1 より，約 8 割の者が自動車を運転できなくなる

ことで買い物が困難になると回答している．現在多

くの者が自動車に依存し，自動車中心の生活が前提

となっている可能性が改めて明らかとなった． 

図-2 公共交通に関する意識調査結果 
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図-1 自動車に関する意識調査結果 
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内容 備考

公共交通撤退により
買い物が困難になる

「公共交通がなくなると日常的買い物が
困難になりますか」

1.困難ではない、2.あまり困難ではない、
3.どちらともいえない、4.困難である、

5.とても困難である

自動車を運転できなくなり
買い物が困難になる

「自動車を運転できなくなると日常的買い物が
困難になりますか」

1.困難ではない、2.あまり困難ではない、
3.どちらともいえない、4.困難である、

5.とても困難である

自動車を運転できなくなる
可能性認知

「将来、自動車を運転できなくなる可能性があると
思いますか」

1.まったくない、2.あまりない、
3.どちらともいえない、4.ややある、

5.大いにある

自動車利用頻度 「どの程度自動車を利用していますか」
1.使用しない、2.週1回程度、3.週3回程度

4.週5回程度、5.毎日

自動車保有の有無 「自動車を保有していますか」 0.持っていない、1.持っている

商業施設撤退
可能性の認知

「将来、日常的買い物活動ができる商業施設が
なくなってしまう可能性があると思いますか」

1.まったくない、2.あまりない、
3.どちらともいえない、4.ややある、

5.大いにある

公共交通撤退
可能性の認知

「将来、公共交通がなくなってしまう可能性があると
思いますか」

1.まったくない、2.あまりない、
3.どちらともいえない、4.ややある、

5.大いにある

居住地域への愛着 「いわき市が好きですか」
1.そう思わない、2.あまりそう思わない、

3.どちらともいえない、4.ややそう思う、5.そう思う

市街地域への転居経験 「市街地域へ転居しましたか」 0.転居していない、1.転居した

商業施設までの距離
2011年10月∼2012年3月現在における

最寄り商業施設までの距離
1.500[m]未満、2.500[m]以上1000[m]未満、

3.1000[m]以上

商業施設密度
2011年10月∼2012年3月現在における

町レベルでの商業施設密度
1.商業施設なし、2.30[店舗/㎢]未満、

3.30[店舗/㎢]以上

公共交通認知度 「最寄り公共交通の運行状況を知っていますか」
1.全く知らない、2.あまり知らない、3.どちらともいえない、

4.ある程度知っている、5.よく知っている

公共交通運行本数 2012年11月現在の路線バス・鉄道の運行本数 1.公共交通なし、2.10[本/日]未満、10[本/日]以上

変数

観
測
変
数

個
人

地
域

表-2  共分散構造分析に用いた変数一

覧 

2) 一方図-1 より，自動車を運転できなくなる可能性を

認知している者は約 4 割程度しか存在しない．今後

高齢化が進み自動車を運転できなくなるリスクは十

分に予想される．しかし，自動車に依存している者

は運転できなくなるリスクを認知することすらでき

なくなっている可能性が本調査によって明らかとな

った． 

3) 図-2 より，約 4 割程度の者しか公共交通が撤退する

ことにより買物か困難になると認識していない実態

が明らかとなった． 

4)  また図-2 より，公共交通が撤退する可能性を認知で

きていない者は約 6 割程度存在する．買い物活動に

おいて公共交通を利用している者は，全体で約 3%

程度しか存在しておらず 5)，今後公共交通が撤退し

てしまう可能性は十分に考えらえる．そのような公

共交通撤退のリスクが十分に認知されていない可能

性が示唆された． 

以上のことから，日常的買い物活動において，自動車

を運転できなくなってしまうリスクや公共交通が撤退し

てしまうリスクが大いに存在する一方で，それらのリス

クを全く認知することができていないという実態が浮き

彫りとなった． 

 

 

 

5. 共分散構造分析による買い物活動が困難とな

る要因の分析 

 

 前章より，将来日常的買い物活動を行う上で発生する

自動車や公共交通に関わるリスク認知が適切にできてい

ないということが示された．ここではそのような問題解

決の方向性を検討する一助として，個人・地域のどのよ

うな要因により「自動車を運転できなくなり買い物が困

難になる」と判断するのか，また，「公共交通撤退によ

り買い物が困難になる」と判断できるようになるのか，

定量的に明らかにする．また，結果を基にどのような政

策が有効であるか検討を行う． 

 具体的には，分析手法として共分散構造分析を用いる．

なお，使用する変数については表-2に示す．分析結果を

図-3に示し，以下に考察を記載する． 

1)   自動車に依存している者・公共交通や商業施設の撤

退可能性など社会的リスク認知ができていない者，

公共交通を利用していない者において「自動車が運

転できなくなり買い物が困難になる」リスクを適切

に認識できていない傾向が示唆された． 

2) 一方，社会的リスクを認知すること ・公共交通を実

際に使用していくことで，「公共交通撤退により買

い物が困難になる」リスクを正しく認知することが

できるようになる傾向にあることが明らかとなった． 

以上のことから，「自動車が運転できなくなり買い物
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GFI:0.902

AGFI:0.844

数値:標準化係数

負方向
正方向

潜在要因(地域)

自動車を運転できなくなり
買い物が困難になる

公共交通利便性

社会的
リスク認知

商業施設利便性

地域選好意識

自動車依存

公共交通撤退により
買い物が困難になる

公共交通
運行本数

商業施設
までの距離

公共交通
認知度

居住地域への
愛着

市街地域への
転居経験

自動車
保有の有無

自動車
利用頻度

商業施設撤退
可能性の認知

公共交通撤退
可能性の認知

商業施設
密度

自動車を運転
できなくなる
可能性の認知

0.79

0.81

0.83

0.60

0.08

0.30 0.13
0.32

0.07 0.72 0.85 0.26

0.08

0.11

0.03 0.02 0.14 0.18

0.29 0.16

0.23

潜在要因(個人)

図-3 買い物活動が困難になると考える要因分析(共分散構造分析モデル) 

が困難になる」リスクを認知できていない者は，比較的

強制力の強い，自動車を使わずに公共交通を使うように

促すような政策が有効であると考えらえる．具体的には，

自動車免許返納により公共交通の利用料金が割引される

制度の導入などが考えらえる．一方，「公共交通撤退に

より買い物が困難になる」リスクを認知できていない者

は，社会的リスクを認知すれば，買い物に関するリスク

を認知することができる傾向が示された．そのため，ま

ず将来の移動についてイメージし，実際に公共交通の利

用を促す広報などで注意を喚起することが効果的である

と考えらえる． 

 

 

6. おわりに 

 

 本研究で得られた成果は以下の通りである． 

1) 自動車の利用が前提となって日常生活を送っており，

自動車が運転できなくなることで買い物活動が困難

になると考えている．しかし，今後高齢化などで自

動車を運転できなくなってしまう可能性が高いが，

その様な可能性は認知されていない傾向が示された． 

2) 公共交通が撤退してしまった場合，買い物活動が困

難になることが予想されるが，実際に「困難にな

る」と考える者は 4 割程度となった．更に，現在利

用されておらず撤退する可能性も十分考えらえる公

共交通に対して，その様に認知している者の割合も

低い傾向にあることが示唆された． 

3) 自動車に依存している者・公共交通や商業施設の撤

退可能性など社会的リスク認知ができていない者，

公共交通を利用していない者において「自動車が運

転できなくなり買い物が困難になる」リスクを十分

に認識できていない傾向が示唆された．このような

傾向にある者に対しては，自動車を使わずに，公共

交通を使うように促す政策が有効であると考えらえ

る． 

4) 一方，「公共交通撤退により買い物が困難になる」

リスクは，社会的リスクを認知し，実際に公共交通

を使用することで対応できる可能性が示唆された．

したがって，まず将来の買い物活動を行う上で何が

問題になるのかについてイメージし，実際に公共交

通を利用することが対策としては有効であると考え

らえる． 
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